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（Stahl und Eisen）』に掲載されたスイスの BOF 実験




を 96 日間で見学し，技術担当部長の富山栄太郎が BOF
の採用を主張した。日本鋼管の最高経営管理層は，BOF
を含む「転炉法」導入に強く反対し，中間管理層におい
ても 4 名の製鋼部長のうち 3 名が「転炉法」を支持しな
かった。 
しかし，1955 年 4 月，業界最大の八幡製鉄の製鋼部
長がオーストリアへの旅行を計画している，との情報を
察知し，その旅行が BOF に関連するものかどうかは明
確ではなかったが，劇的な転換が起きた。1955 年 6 月，
技術部次長の樋上賀一らが北米や欧州に BOF 実施権の
取得条件の調査に行き，三菱商事がその段取りや通訳な

















































納入をまち，1958 年 1 月に BOF 工場を稼働した。 
他方，八幡製鉄では，耐火レンガ，従業員訓練，第一
号工場の建設の全てに問題があった。1955 年 2 月，平
炉実験を行った製鋼工場に BOF を建造することを決定
し，1956 年 2 月，耐火レンガを黒崎窒業と共同研究を







班の編成に前原が取り組んだ。翌 1957 年 6 月に石川島
重工業から炉体が納入され，黒崎窒業から良質のレンガ
が提供された。同 9 月，八幡製鉄は，日本で最初に BOF
に火入れをした企業となった。日本鋼管がデマーグ社の
炉体の納品を待つなか，八幡製鉄は日本鋼管より 4 カ月









新＝選択機会＝ゴミ箱では，表 1，表 2，表 3 のとおり
の問題，解，参加者が出現した。 





表 2 BOF 技術革新の「解」 
No. 解 
1 BOF（Basic Oxygen Furnace；純酸素上吹き
転炉） 



















































































































1918 年までに，従業員は 5300 人から 8 万 5000 人へと


















デュポン社の組織革新＝選択機会では，表 4，表 5 お
よび表 6 のとおり，問題，解，参加者が出現した。 
















































































































原則」を捨てることに後ろ向きであった。1919 年 11 月
19 日，イレネーは二度目の組織改編案を退けた。そして，




















年 8 月末から 9 月初めの会合でも依然として全社的な組
織改編に懐疑的であった。それでも，9 月，デュポン社
は，職能部門制組織から製品別事業部制組織へと全社的











よび表 9 のとおり，問題，解，参加者が出現した。 
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